生活保護の現在と未来

池浦・伊藤・稲井田

「社会保障は、我が国だけではなく、第二次大戦後広く先進諸国にみられた新しい社会秩序の基底をなすものであり、福祉社会の実現を目指すものであった。福祉社会は戦後経済・社会の安定的な発展と表裏の関係をもって展開してきた。しかし、1980年代に入る前後から社会保障の体制と経済・社会との間に摩擦が生じ、世界的に社会保障の歩みが停滞し、時には後退さえみられる現実を、我々は正視しなければならない。 

　20世紀の末葉、世界はいずれの方向に進むべきかその進路を模索している。我が国もまた、戦後の経済成長路線をそのまま進むことはできない。経済・社会構造の変化への対応に立ち遅れたり、環境や公共生活の場などにおいて取り残してきた問題はあるものの、幸いにして社会保障の大綱については国民の間に基本的な疑義はなく、むしろその適正な前進による福祉社会への安定的な展開こそ望まれている。」
（「社会保障制度の再構築　～安心して暮らせる２１世紀の社会を目指して～　（社会保障制度審議会勧告 １９９５年７月４日）」より抜粋）
　現在、社会保障制度は大きな変革期にあります。小泉純一郎首相の提唱する構造改革路線によって、各種のセーフティーネットはこれまでと異なる姿に変わろうとしているのです。今回の発表で、私たちは生存権保障の最も基本的なあらわれ ――― すなわち生活保護を扱います。生活保護もまた、三位一体の改革によってシステムが大きく改められようとしています。
　資本主義国家であるわが国において、最低限の生活を保証する生活保護は必要不可欠なセーフティーネットです。今回の発表では、その現状と問題点、根拠とされる生存権の解釈、そして今後のあるべき姿について議論をしたいと考えています。生活保護を扱うにあたってはどうしても経済や財政の問題を避けて通れないため、普段の発表より政策論に傾くことになるかもしれません。発表者としては、抽象論に留まらない現実的な議論に発展させられるよう努力するつもりです。
○参考文献

１．「公的扶助論」・金澤誠一・高菅出版・２００４

２．「生活保護の動向　平成１７年版」・生活保護の動向編集委員会・中央法規出版・２００５
３．「生活保護制度と憲法」・藤井俊夫・『月報司法書士　２００５年１１月号』・p.２～p.９・２００５
４．「生存権訴訟における「厳格な審査」」・岩間明道・『現代立憲主義の展開（上）』・１９９３
５．「社会保障制度の再構築　～安心して暮らせる２１世紀の社会を目指して～」・社会保障制度審議会・１９９５　http://www8.cao.go.jp/hoshou/whitepaper/council/kankoku/
（以上）

